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事業実施の方針 

 広域連合の事業を円滑に行うためには、幅広い視野で広域課題に取り組む 

ことができる能力を身に付けるとともに、職員間の交流を活発にすることが 

必要。 

 
広域計画に掲げる３つの重点方針 
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・ 幅広い視野を有する職員の養成 

  及び業務執行能力の向上 

・ 構成団体間の相互理解及び人的 

  ネットワークの形成 

・ 研修の効率化 

具体的取組 
 
 
 
 
 
 
 

・ 政策形成能力研修 
   2泊3日の合宿形式による政策立案研修 

・ 団体連携型研修 

   各団体主催の研修に、他団体の職員を受入 

・ ＷＥＢ型研修 

   インターネットを活用し、研修を遠隔地に 

   配信 



具体的な取組の概要 

 「政策形成能力研修」① 

 政策形成能力研修 
 

   採用10年目程度または３0歳代の若手職員を対象とした政策立案研修。 

  ２泊３日の合宿形式で、毎年テーマを選定し、それにふさわしい構成府県に 

  おいて開催。広域的な視点での政策形成能力の向上と、各府県市間の相互理 

  解及び人的ネットワーク形成を図る。 
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年度 開催地 テーマ 

平成23年度  和歌山県高野町  観光振興 

平成24年度  滋賀県大津市  環境 

平成25年度  京都府京都市  広域観光（外国人誘客政策） 

平成26年度  大阪府堺市  都市と農山村の交流・協働 

平成27年度  兵庫県神戸市  関西地域における防災力の向上 

平成28年度  徳島県徳島市  地域経済再生と人口減少対策 
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具体的な取組の概要 

 「政策形成能力研修」② 

 ●平成28年度 政策形成能力研修 

  日 時 ： 第1回目 平成28年8月31日～9月2日 

        第2回目 平成28年9月28日～9月30日 

  場 所 ：徳島県市町村職員共済組合宿泊施設 

       ホテル千秋閣 （徳島県徳島市） 

    テーマ ： 地域経済再生と人口減少対策 

    受講者 ： 計４７名 

  講 師 ： 大森 彌 氏（東京大学名誉教授） 

         講義「公共政策概論」 

         グループワーク指導・講評 

        石田 和之 氏（徳島大学大学院教授） 

         講義「地域活性化のための視点」 

         グループワーク指導・講評 

        大南 信也 氏（NPO法人グリーンバレー理事長） 

         講義「神山プロジェクトについて」 

        平井 琢二 氏（徳島県地方創生推進課長） 

         講義「vs東京『とくしま回帰』総合戦略」 

   

 ●平成27年度 政策形成能力研修 

  日 時 ： 第1回目 平成27年9月2日～9月4日 

        第2回目 平成27年10月14日～10月16日 

  場 所 ： 人と防災未来センター （兵庫県神戸市中央区） 

       兵庫県自治研修所 （兵庫県神戸市垂水区） 

    テーマ ： 関西地域における防災力の向上 

    受講者 ： 計５８名 

  講 師 ： 大森 彌 氏（東京大学名誉教授） 

        講義「公共政策概論」、 グループワーク指導・講評 

        室﨑 益輝 氏【第１回目研修】 

      （ひょうご震災記念21世紀研究機構副理事長） 

        河田 惠昭 氏【第２回目研修】 

      （人と防災未来センター長、関西大学理事）               

        講義「南海トラフ大地震に備えて行政として何をすべきか｣ 

        宮西 悠司 氏（真野地区まちづくり推進会相談役） 

        講義「震災時における真野地区の取組」 

        宇田川 真之 氏（人と防災未来センター研究主幹） 

        グループワーク指導・講評 

   



 ★政策案発表・講評 

 

 

 

 

 

 
 

 

 ●平成2８年度 政策形成能力研修《実施風景》 

 
★現地調査（神山町サテライトオフィス訪問） 
   山間部に位置する過疎地域でありながら、サテライト 

  オフィスの進出が進み、消費者庁の地方移転業務の試行 

  も実施された神山町を訪問。 

 

 

 

 

 

 
 

 

 ★グループワーク 
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具体的な取組の概要 

 「政策形成能力研修」③ 

  
・NPO法人グリーンバレー 
 大南理事長の講演 
 

 NPO法人の活動について、
現在に至るまでの過程や、企業
誘致の現状等について、大南氏
による講演を実施。 

・サテライトオフィス見学 
 の様子 
 

  NPO法人グリーンバレー
の職員による説明を受けなが
ら施設を見学。 

・グループワークの様子 
 

 講義や現地調査で得た情報を元に、６～７名の
グループで政策案を作成。 

・政策案発表および講師による講評の様子 
 

 各グループで作成した政策案の発表及び講師による講評 



 平成2８年度 政策形成能力研修《受講者アンケート結果》  
 

 ① 研修内容の理解度          ③講師の指導 

 
 

 

 

 

 

 

   ② 研修時間              ④研修テキスト 
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具体的な取組の概要 

 「政策形成能力研修」④ 

●受講者の感想（主な意見） 
 
 

 ・日々の業務で課題を探す姿勢を常に持ちたいと思っ 

  た。後輩に受講を促そうと思います。 

 

 ・他府県市の様々な立場の方々との交流を通じて、 

  改めて自分に必要なもの、この先の県庁生活を 

  どうしていくか考え直すきっかけとなった。 

 

 ・研修を通じて、他の職員の方の考え方、モチベー 

  ションに触れることで、もっと多くの視点を持つ 

  べきだと思いました。今回、様々な方々と知り合 

  い、繋がりが出来たことは成果だと思います。 

 

 ・現地視察で神山町の事例を見て、聞いて、学べた 

     ことは非常に有意義でした。 
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大変よく理解できた
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大変良かった

良かった
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やや不満であった

不満であった

無回答

1回目

2回目0



具体的な取組の概要 

 「団体連携型研修」① 

 団体連携型研修 
  各団体が主催する研修に他団体からの職員を相互に受講させる取組。平成24年度から実施。 
 

  【実施目的】 

   ・他団体にはない研修や独自性がある研修の提供。 

     ・各団体の地域性や多種多様な考え方等を理解し合い、広範な人脈づくりを行う。 

   

  【受講実績】 
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平成２４年度

滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 和歌山県 徳島県 京都市 大阪市 堺市 神戸市 合計

提供研修数 1 1 1 2 2 1 1 1 1 1 12

受講実績（人） 4 10 7 15 31 6 11 2 11 7 104

平成２５年度

滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 和歌山県 徳島県 京都市 大阪市 堺市 神戸市 合計

提供研修数 2 1 1 1 4 3 2 1 1 4 20

受講実績（人） 7 12 5 30 52 1 11 11 19 5 153

平成２６年度

滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 和歌山県 徳島県 京都市 大阪市 堺市 神戸市 合計

提供研修数 1 1 1 2 4 5 2 1 1 3 21

受講実績（人） 8 30 6 28 31 3 14 4 24 10 158

平成２７年度

滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 和歌山県 徳島県 京都市 大阪市 堺市 神戸市 合計

提供研修数 2 1 2 3 6 3 2 1 1 3 24

受講実績（人） 14 34 9 34 39 4 4 9 21 13 181



平成27年度に実施した団体連携型研修一覧 
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具体的な取組の概要 

 「団体連携型研修」② 

  研修名 主催団体 

13  メディア対応研修（管理職向け） 和歌山県 

14  メディア対応研修 和歌山県 

15  データを活かした政策形成講座 徳島県 

16  多文化共生と国際化講座 徳島県 

17  自然災害のリスクマネジメント講座 徳島県 

18  都市経営改革研修 京都市 

19  行政課題講座「モテる公務員の流儀」 京都市 

20  人権問題研修（管理者層） 大阪市 

21  意識改革セミナー 堺市 

22  震災ロールプレイ研修 神戸市 

23  係長昇任時研修 神戸市 

24  部下育成マネジメント研修 神戸市 

  研修名 主催団体 

1  協働を進めるための基礎講座 滋賀県 

2  手話に学ぶコミュニケーション 滋賀県 

3  手話研修 京都府 

4  キャリアデザイン研修 大阪府 

5  地域経済コンシェルジュ養成研修 大阪府 

6  地域の元気人材フォーラム 兵庫県 

7 「豊かな人生を生きる」セミナー 兵庫県 

8 「社会経済情勢の動向」セミナー 兵庫県 

9  債権管理研修 和歌山県 

10  企業決算の見方研修 和歌山県 

11  レベルアップセミナー「ジオパークについて」 和歌山県 

12  民法講座 和歌山県 



 平成28年度実施予定の団体連携型研修一覧 
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具体的な取組の概要 

 「団体連携型研修」③ 

  研修名 主催団体 

1  協働を進めるための基礎講座 滋賀県 

2 
「持続可能な社会の実現を目指すパナソニ
ックのモノづくりに学ぶ」研修 

滋賀県 

3  手話研修 京都府 

4  キャリアデザイン研修 大阪府 

5  地域経済コンシェルジュ養成研修 大阪府 

6  地域の元気人材フォーラム 兵庫県 

7  行政特別研修「社会経済情勢の動向」 兵庫県 

8 
 行政特別研修「阪神・淡路大震災に学ぶ
～大震災時におけるBCPの要諦及びその後
の経済社会復興への視点」 

兵庫県 

9 
 行政特別研修 
「社会・経済システムの再構築」 

兵庫県 

10  企業決算の見方研修 和歌山県 

11  債権管理研修 和歌山県 

  研修名 主催団体 

12 
 レベルアップセミナー 
「いま必要とされる統計的思考力」 

和歌山県 

13  民法講座 和歌山県 

14  メディア対応研修 和歌山県 

15 
 いけるよ！徳島経済講座 
（総合大学校講座） 

徳島県 

16 
 自然災害のリスクマネジメント講座 
（徳島大学との連携コース） 

徳島県 

17 
 情報技術支援講座 
（徳島大学との連携コース） 

徳島県 

18  人権問題研修（管理者層） 大阪市 

19  意識改革セミナー 堺市 

20  震災ロールプレイ研修 神戸市 

21  政策形成能力向上研修 神戸市 

22  係長昇任時研修 神戸市 



具体的な取組の概要 

 「ＷＥＢ型研修」 

ＷＥＢ型研修 
 

 研修の効率化および受講機会の拡大を図る 

観点から、インターネットを活用し、他会場 

で同時に研修を受講可能とする。 

 平成２５年度から実施。 
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ＷＥＢ型研修のイメージ 

 【平成２７年度 ＷＥＢ型研修実績】 
 

 ○政策形成能力開発研修（講義拝聴型で実施） 

   日 時：平成27年8月6日 

   受講者：35名（サテライト会場受講者） 

  ※広域連合本部事務局会議室、兵庫県自治研修所へ配信 

 

 ○民法講座（主会場との双方向型で実施） 

   日 時：平成27年10月29日～30日 

   受講者：4名（サテライト会場受講者） 

   ※滋賀県政策研修センターへ初めて配信 

     
 

 
 

                                 

・ＷＥＢ型研修 

  本会場の様子 

  

・ＷＥＢ型研修 

  サテライト会場の様子 

 

 《ＷＥＢ型研修受講者の感想》 

 ・音声、画質共に遜色なく受講できた。 ・講師先生が現場にいないので臨場感にやや欠ける。 

  ・各自治体で受けられるようにして欲しい。          

 
 

 

     
 

 
 

                                 


